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１ 報 告 

・報告第５号 予算の繰越しについて（一般会計 繰越明許費）             （財政課） 

平成29年度逗子市一般会計予算のうち、繰越明許費の設定をした戸籍住民基本台帳事務費ほか３事業

について平成30年度に予算を繰り越したので、地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第146条第２

項の規定に基づき報告するもの 

 

・報告第６号 予算の繰越しについて（下水道事業特別会計 繰越明許費）        （財政課） 

平成29年度逗子市下水道事業特別会計予算のうち、繰越明許費の設定をした合流改善事業について平

成30年度に予算を繰り越したので、地方自治法施行令第146条第２項の規定に基づき報告するもの 

 

・報告第７号 逗子市土地開発公社の経営状況の報告について            （管財契約課） 

逗子市土地開発公社の平成29年度の決算並びに平成30年度事業計画・予算及び資金計画について地方

自治法（昭和22年法律第67号）第243条の３第２項の規定により報告するもの 

 

・報告第８号 専決処分の報告について（損害賠償の額の決定）           （都市整備課） 

  平成29年12月16日午後２時30分頃、逗子市新宿４丁目の道路用地において、強風により市所有の樹木

が倒れ、相手方のフェンスを損傷させた事故に係る損害賠償につきまして、平成30年４月23日付けで専

決処分したため、地方自治法第180条第２項の規定により報告するもの 

 

２ 議 案 

・議案第37号 逗子市個人情報保護条例の一部改正について             （情報政策課） 

個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第57号）及び行政機関の保有する個人情報の保護に関す

る法律（平成15年法律第58号）が改正されたこと等に伴い、改正の要あるため提案するもの 

 

・議案第38号 逗子市災害派遣手当等の支給に関する条例の一部改正について     （防災安全課） 

旅館業法の一部を改正する法律（昭和23年法律第138号）の公布に伴い、改正の要あるため提案する

もの 

 

・議案第39号 逗子市職員給与条例及び逗子市一般職の任期付職員の採用等に関する条例の一部改正に

ついて                                （職員課） 

平成29年人事院の給与勧告及び近隣各市の職員給与の状況等を勘案し、本市一般職の給与について改

正するとともに、本市財政対策プログラムの実施を鑑み、改定後の給料表及び勤勉手当支給月数を適用

しないこと等を規定する要あるため提案するもの 
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・議案第40号 逗子市職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例の一部改正について（職員課） 

民間における退職給付の支給の実情に鑑み、国家公務員退職手当法等の一部を改正する法律（平成29

年法律第79号）が施行されたことに伴い、地方公務員の退職手当の額を引き下げる要あるため提案する

もの 

 

・議案第41号 逗子市市税条例の一部改正について                   （課税課） 

地方税法等の一部を改正する法律（平成30年法律第３号）が平成30年４月１日に施行されたことに伴

い、特定の償却資産に係る固定資産税の課税標準の特例措置の割合を規定する要あるため提案するもの 

 

・議案第42号 逗子市消防団員等公務災害補償条例の一部改正について        （消防総務課） 

非常勤消防団員等に係る損害補償の基準を定める政令の一部を改正する政令（平成29年政令第57号）

の施行に伴い、関係諸規定の整備の要あるため提案するもの 

 

・議案第43号 平成30年度逗子市一般会計補正予算（第３号）              （財政課） 

（補正額） 

歳入歳出とも2,828万6,000円の増額（補正後の総額182億5,731万4,000円） 

歳入歳出予算の補正について主な内容は次のとおり 

（歳出） 

・逗子市子ども・子育て支援事業計画の改訂に向けた保護者に対するニーズ調査に係る経費として次

世代育成支援対策事業250万4,000円を増額 

・小規模保育事業所の新規開設に向けた施設整備補助に係る経費として保育所等緊急整備事業1,836

万円を計上 

・逗子市内一周駅伝競走大会開催に係る経費としてスポーツ推進事業140万2,000円を増額 

（歳入） 

・繰越金のほか所要の財源を措置するもの 

 

本件に関するお問い合わせ先 

電話046-873-1111（代表） 

※各議案の担当課にお尋ねください。 
 

議案とりまとめ担当：総務課 

電話046-873-1111（代表） 

 


